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新旧対照表 

（件名）鳥羽市議会議員及び鳥羽市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関する条例（平成6年条例第24号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（公費の支払） （公費の支払） 

第４条 鳥羽市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契約

に基づき当該契約の相手方である一般乗用旅客自動車運送事業者その他の

者（以下「一般乗用旅客自動車運送事業者等」という。）に支払うべき金

額のうち、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を、第２条

ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該一般乗用旅客自動車

運送事業者等からの請求に基づき、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等

に対し支払う。 

第４条 鳥羽市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契約

に基づき当該契約の相手方である一般乗用旅客自動車運送事業者その他の

者（以下「一般乗用旅客自動車運送事業者等」という。）に支払うべき金

額のうち、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を、第２条

ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該一般乗用旅客自動車

運送事業者等からの請求に基づき、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等

に対し支払う。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合 次に掲げる区分に

応じ、それぞれに定める金額 

(２) 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合 次に掲げる区分に

応じ、それぞれに定める金額 

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入れ契約（以下「自動車借入れ契

約」という。）である場合 当該選挙運動用自動車（同一の日におい

て自動車借入れ契約により２台以上の選挙運動用自動車が使用される

場合には、当該候補者が指定するいずれか１台の選挙運動用自動車に

限る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自動車として使用された各日

についてその使用に対し支払うべき金額（当該金額が16,100円を超え

る場合には、16,100円）の合計金額 

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入れ契約（以下「自動車借入れ契

約」という。）である場合 当該選挙運動用自動車（同一の日におい

て自動車借入れ契約により２台以上の選挙運動用自動車が使用される

場合には、当該候補者が指定するいずれか１台の選挙運動用自動車に

限る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自動車として使用された各日

についてその使用に対し支払うべき金額（当該金額が15,800円を超え

る場合には、15,800円）の合計金額 

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給に関する契約である場合 

当該契約に基づき当該選挙運動用自動車に供給した燃料の代金（当該

選挙運動用自動車（これに代わり使用される他の選挙運動用自動車を

含む。）が既に前条の届出に係る契約に基づき供給を受けた燃料の代

金と合算して、7,700円に当該候補者につき法第86条第１項、第２

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給に関する契約である場合 

当該契約に基づき当該選挙運動用自動車に供給した燃料の代金（当該

選挙運動用自動車（これに代わり使用される他の選挙運動用自動車を

含む。）が既に前条の届出に係る契約に基づき供給を受けた燃料の代

金と合算して、7,560円に当該候補者につき法第86条第１項、第２
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

項、第５項、第６項又は第８項の規定による候補者の届出のあった日

から当該選挙の期日の前日（法第100条第１項の規定により投票を行

わないこととなったときは、その事由が生じた日。以下同じ。）まで

の日数から前号の契約が締結されている日数を除いた日数を乗じて得

た金額に達するまでの部分の金額であることにつき、委員会が定める

ところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したも

のに限る。） 

項、第５項、第６項又は第８項の規定による候補者の届出のあった日

から当該選挙の期日の前日（法第100条第１項の規定により投票を行

わないこととなったときは、その事由が生じた日。以下同じ。）まで

の日数から前号の契約が締結されている日数を除いた日数を乗じて得

た金額に達するまでの部分の金額であることにつき、委員会が定める

ところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したも

のに限る。） 

ウ （略） 

 

ウ （略） 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市議会議員及び鳥羽市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関する条例（平成6年条例第25号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（公費の支払） （公費の支払） 

第４条 鳥羽市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契約

に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者に支払うべ

き金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ポスターの１枚当

たりの作成単価（当該作成単価が、541円31銭に当該選挙のポスター掲示

場の数を乗じて得た金額に316,250円を加えた金額を当該選挙のポスター

掲示場の数で除して得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数

は、１円とする。以下「単価の限度額」という。）を超える場合には、当

該単価の限度額）に当該選挙運動用ポスターの作成枚数（当該候補者を通

じて当該選挙のポスター掲示場の数に相当する数の範囲内のものであるこ

とにつき、委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請に基づ

き、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を、第２条ただし

書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ポスターの作成を業とする

者からの請求に基づき、当該ポスターの作成を業とする者に対し支払う。 

 

第４条 鳥羽市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契約

に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者に支払うべ

き金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ポスターの１枚当

たりの作成単価（当該作成単価が、525円６銭に当該選挙のポスター掲示

場の数を乗じて得た金額に310,500円を加えた金額を当該選挙のポスター

掲示場の数で除して得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数

は、１円とする。以下「単価の限度額」という。）を超える場合には、当

該単価の限度額）に当該選挙運動用ポスターの作成枚数（当該候補者を通

じて当該選挙のポスター掲示場の数に相当する数の範囲内のものであるこ

とにつき、委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請に基づ

き、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を、第２条ただし

書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ポスターの作成を業とする

者からの請求に基づき、当該ポスターの作成を業とする者に対し支払う。 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市議会議員及び鳥羽市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する条例（平成20年条例第32号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（公費の支払） （公費の支払） 

第４条 鳥羽市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契約

に基づき当該契約の相手方である選挙運動用ビラの作成を業とする者に支

払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラの１枚

当たりの作成単価（当該作成単価が７円73銭を超える場合には、７円73

銭）に当該選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて、選挙の区分

に応じ法第142条第１項第６号に定める枚数の範囲内のものであることに

つき、委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請に基づき、委

員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金額（１円未満の端数がある

場合には、その端数は、１円とする。）を、第２条ただし書に規定する要

件に該当する場合に限り、当該選挙運動用ビラの作成を業とする者からの

請求に基づき、当該選挙運動用ビラの作成を業とする者に対し支払う。 

 

第４条 鳥羽市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契約

に基づき当該契約の相手方である選挙運動用ビラの作成を業とする者に支

払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラの１枚

当たりの作成単価（当該作成単価が７円51銭を超える場合には、７円51

銭）に当該選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて、選挙の区分

に応じ法第142条第１項第６号に定める枚数の範囲内のものであることに

つき、委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請に基づき、委

員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金額（１円未満の端数がある

場合には、その端数は、１円とする。）を、第２条ただし書に規定する要

件に該当する場合に限り、当該選挙運動用ビラの作成を業とする者からの

請求に基づき、当該選挙運動用ビラの作成を業とする者に対し支払う。 

 

（公費負担の限度額） （公費負担の限度額） 

第５条 第２条の規定により選挙運動用ビラを作成する場合の公費負担の

限度額は候補者１人について、７円73銭に選挙運動用ビラの作成枚数（当

該作成枚数が、選挙の区分に応じ法第142条第１項第６号に定める枚数を

超える場合は、同号に定める枚数）を乗じて得た金額とする。 

 

第５条 第２条の規定により選挙運動用ビラを作成する場合の公費負担の

限度額は候補者１人について、７円51銭に選挙運動用ビラの作成枚数（当

該作成枚数が、選挙の区分に応じ法第142条第１項第６号に定める枚数を

超える場合は、同号に定める枚数）を乗じて得た金額とする。 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市職員の育児休業等に関する条例（平成4年条例第2号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 非常勤職員であって、次のいずれかに該当するもの以外の非常勤職

員 

(３) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

（ア） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をい

う。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到達

日」という。）（当該子の出生の日から第３条の２に規定する期間

内に育児休業をしようとする場合にあっては当該期間の末日から６

月を経過する日、第２条の４の規定に該当する場合にあっては当該

子が２歳に達する日）までに、その任期（任期が更新される場合に

あっては、更新後のもの）が満了すること及び引き続いて任命権者

を同じくする職（以下「特定職」という。）に採用されないことが

明らかでない非常勤職員 

（ア） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をい

う。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到達

日」という。）（第２条の４の規定に該当する場合にあっては、２

歳に達する日）までに、その任期（任期が更新される場合にあって

は、更新後のもの）が満了すること及び引き続いて任命権者を同じ

くする職（以下「特定職」という。）に採用されないことが明らか

でない非常勤職員 

（イ） （略） （イ） （略） 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養育す

る子が１歳に達する日（以下、この号及び同条において「１歳到達

日」という。）（当該子について当該非常勤職員がする育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日）において育児休業をしている非常勤職員に限

る。） 
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（ア） その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」とい

う。）（当該子について当該非常勤職員が第２条の３第２号に掲げ

る場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日。以下

（ア）において同じ。）において育児休業をしている非常勤職員で

あって、同条第３号に掲げる場合に該当して当該子の１歳到達日の

翌日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（イ） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をし

ている場合であって、当該任期を更新され、又は当該任期の満了後

引き続いて特定職に採用されることに伴い、当該育児休業に係る子

について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

削除 

 

ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている

非常勤職員であって、当該育児休業に係る子について、当該任期が更

新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されることに

伴い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） （育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次

に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの号に掲げ

る場合に該当して育児休業をしている場合であって第３条第７号に掲げ

(３) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、非常勤職員

が当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場

合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる
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る事情に該当するときはイ及びウに掲げる場合に該当する場合、規則で

定める特別の事情がある場合にあってはウに掲げる場合に該当する場

合） 当該子の１歳６か月到達日 

場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間

の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該

末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育

児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））

の翌日（当該子の１歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場合に該

当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしてい

る非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に

特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又

は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業

をしようとする場合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当すると

き 当該子の１歳６か月到達日 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲

げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号

に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日

と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、その

いずれかの日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げる場合又はこれ

に相当する場合に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当

該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常

勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とさ

れた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日）において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶

ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常

勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日

後である場合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業を

している場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当
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者が当該子の１歳到達日（当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれに

相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた

日）において地方等育児休業をしている場合 

該配偶者がする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１

歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）において地

方等育児休業をしている場合 

ウ （略） イ （略） 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常

勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とさ

れた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日）後の期間においてこの号に掲げる場合に該当して育児休業を

したことがない場合 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月

から２歳に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げる場

合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当して育

児休業をしている場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときは

第２号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、規則で定める特別の事情

がある場合にあっては同号に掲げる場合に該当する場合）とする。 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月

から２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６

か月到達日の翌日（当該子の１歳６か月到達日後の期間においてこの条の

規定に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業を

している非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了

後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日

又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業

をしようとする場合であって、次の各号のいずれにも該当するときとす

る。 

(１) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤職

員の配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該当し

て地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の

末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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業をしようとする場合 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(２) （略） (１) （略） 

(３) （略） (２) （略） 

(４) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日後の

期間においてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合 

 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

削除 （育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を基準とし

て条例で定める期間） 

削除 

 

第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間

を基準として条例で定める期間は、57日間とする。 

 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） （育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次に掲げ

る事情とする。 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次に掲げ

る事情とする。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

削除 (５) 育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育児休業に係る

子について既にしたものを除く。）の終了後、３月以上の期間を経過し

たこと（当該育児休業をした職員が、当該育児休業の承認の請求の際育

児休業により当該子を養育するための計画について育児休業等計画書に

より任命権者に申し出た場合に限る。）。 

(５) （略） (６) （略） 

(６) （略） (７) （略） 

(７) 任期を定めて採用された職員であって、当該任期の末日を育児休業

の期間の末日とする育児休業をしているものが、当該任期を更新され、

又は当該任期の満了後引き続いて特定職に採用されることに伴い、当該

(８) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている

非常勤職員が、当該育児休業に係る子について、当該任期が更新され、

又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されることに伴い、当該
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育児休業に係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採

用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとすること。 

 

任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとすること。 

 

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として

条例で定める期間） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を

基準として条例で定める期間は、57日間とする。 

 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しない場合に

育児短時間勤務をすることができる特別の事情） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しない場合に

育児短時間勤務をすることができる特別の事情） 

第11条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、

次に掲げる事情とする。 

第11条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、

次に掲げる事情とする。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

(６) 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育児短時

間勤務に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、３月以上の

期間を経過したこと（当該育児短時間勤務をした職員が、当該育児短時

間勤務の承認の請求の際育児短時間勤務により当該子を養育するための

計画について育児短時間勤務計画書により任命権者に申し出た場合に限

る。）。 

(６) 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育児短時

間勤務に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、３月以上の

期間を経過したこと（当該育児短時間勤務をした職員が、当該育児短時

間勤務の承認の請求の際育児短時間勤務により当該子を養育するための

計画について育児休業等計画書により任命権者に申し出た場合に限

る。）。 

(７) （略） 

 

(７) （略） 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市運動施設の設置及び管理に関する条例（平成18年条例第43号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

別表第５（第12条関係） 別表第５（第12条関係） 

鳥羽市民体育館冷暖房利用料金 鳥羽市民体育館冷暖房利用料金 

区分 １時間当たりの金額 

 

メインアリーナ 

円 

4,200 

サブアリーナ 全体 2,100 

フロア 1,400 

舞台 700 

トレーニングルーム 600 

小会議室 300 

中会議室 600 
 

区分 １時間当たりの金額 

小会議室 

円 

300 

中会議室 600 

サブア

リーナ 

全体 2,100 

フロ

ア 
1,400 

舞台 700 

トレーニング

ルーム 
600 

 

備考 備考 

利用時間が１時間に満たない場合は、１時間とする。 基本単位に満たない場合においては、その基本単位による利用料金の額と

する。 

 


